
生産緑地買取申出の流れ

買取り申出事由の発生 凡例
申出者が行う行為

主たる従事者証明書の取得 稲城市まちづくり計画課が行う行為

（農業委員会） 買取の相手方が行う行為

買取申出書の提出
（時価で買取るべき旨）

買取申出書の受付

地方公共団体等への

買取り意向の照会

買取りの相手方を決定
公園、緑地、その他の公共空地
の敷地の用に供する者を優先

生産緑地法第12条 生産緑地法第12条

書面にて申出者に送付

農林漁業希望者への
あっせん依頼

農業従事者へのあっせん
（農業委員会）

農地購入者により 法律の目的に従った
営農の継続 行為の制限解除 適切な管理
生産緑地の管理 ※申出から３カ月 （生産緑地の解除） 申出者または市⾧が

東京都土地収用委員会
に裁決申請

裁決申請者及び相手方
が委員会に提出した意
見書や審理を経て東京
都土地収用委員会より
裁決書が送達される

 緑地制度の説明を行う

成立する場合 成立しない場合

買取る旨の通知
申出者と市⾧に書面にて通知

斡旋成立 斡旋不調

 り計画課に提出。

買取り希望がある場合

 土地の買取価格の算出

■まちづくり計画課

生産緑地法第13条

生産緑地法第11条 ①土地開発公社（財産管理課）

②東京都 ③各部の庶務担当課

より買取りの有無の回答

地方公共団体の動き
■買取の相手方
 買取希望地、買取後用途を記
 載した買取希望書をまちづく

買取る場合 ■土木課

 申出者、買取の相手方に生産

買取協議
価格の協議

生産緑地法第10条

買取らない場合

買取らない旨の通知

生産緑地法第６条
土地収用法第94条

生産緑地法第14条

都市計画の変更
生産緑地の廃止

１

か

月


